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        公布された条例のあらまし         

 

◇鳥取県税条例及び特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

寄附金税額控除の対象として指定している法人の指定の期間を更新するとともに、県内の一部地域が原子力

発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法に規定する原子力発電施設等立地地域として指定されたことに

伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

 (１) 鳥取県税条例の一部改正 

   個人県民税の寄附金税額控除の対象としている特定非営利活動法人未来に対して支出された寄附金の当該

寄附金税額控除の指定の期間を令和８年11月１日から令和13年10月31日まで（現行 令和３年11月１日から

令和８年10月31日まで）に更新する。 

 (２) 特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部改正 

県税の不均一課税の対象として、原子力発電施設等立地地域の対象設備設置者に係る事業税及び不動産取

得税を加える。 

(３) 施行期日等 

ア 施行期日は、公布の日とする(２)に関する事項を除き、令和８年11月１日とする。ただし、(２)に関す

る事項は、令和８年８月14日から適用する。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 

 

◇鳥取県児童福祉施設に関する条例等の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

  学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律の施行

による児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 児童福祉施設（助産施設、児童厚生施設（児童館を除く。）、児童発達支援センター、児童家庭支援セ

ンター及び里親支援センターを除く。）、指定障害児入所施設及び認定こども園の設置者並びに指定障害児

通所支援事業者は、児童対象性暴力等を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に児童等を適切に保

護するため、児童等対象業務従事者に係る犯罪事実確認その他の必要な措置を講ずることとする。 

(２) 施行期日は、令和８年12月25日とする。 
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条 例 

鳥取県税条例及び特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

  令和８年10月20日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第28号 

鳥取県税条例及び特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条

例 

 

（鳥取県税条例の一部改正） 

第１条 鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（寄附金税額控除） 

第24条の４ 略 

２・３ 略 

４ 法第37条の２第１項第４号の条例で定める住民

の福祉の増進に寄与する寄附金は、同号に規定す

る寄附金のうち、次の表に掲げる法人に対する同

表の右欄に定める期間内に支出された寄附金（特

別の利益が当該納税義務者に及ぶと認められるも

のを除く。）とする。 

（寄附金税額控除） 

第24条の４ 略 

２・３ 略 

４ 法第37条の２第１項第４号の条例で定める住民

の福祉の増進に寄与する寄附金は、同号に規定す

る寄附金のうち、次の表に掲げる法人に対する同

表の右欄に定める期間内に支出された寄附金（特

別の利益が当該納税義務者に及ぶと認められるも

のを除く。）とする。 

名称 主たる事務所

の所在地 

期間 

 略 

特定非営利活

動法人未来 

倉吉市東仲町

2571 

令和８年11月

１日から令和

13年10月31日

まで 

 略 
 

名称 主たる事務所

の所在地 

期間 

 略 

特定非営利活

動法人未来 

倉吉市東仲町

2571 

令和３年11月

１日から令和

８年10月31日

まで 

 略 
 

５ 略 ５ 略 

  

（特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部改正） 

第２条 特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例（平成12年鳥取県条例第61号）の一

部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（目的） 

第１条 この条例は、過疎地域の持続的発展の支援

に関する特別措置法（令和３年法律第19号。以下

「過疎法」という。）、地域経済牽引事業の促進

による地域の成長発展の基盤強化に関する法律

（目的） 

第１条 この条例は、過疎地域の持続的発展の支援

に関する特別措置法（令和３年法律第19号。以下

「過疎法」という。）、地域経済牽引事業の促進

による地域の成長発展の基盤強化に関する法律
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（平成19年法律第40号。以下「地域経済牽引事業

促進法」という。）、地域再生法（平成17年法律

第24号）、原子力発電施設等立地地域の振興に関

する特別措置法（平成12年法律第148号。以下「原

発等立地地域振興法」という。）及び山村振興法

（昭和40年法律第64号）に定める目的の達成並び

に本県における企業立地の促進に資するため、地

方税法（昭和25年法律第226号）第６条の規定によ

る県税の課税免除及び不均一課税について必要な

事項を定めるものとする。 

 

（平成19年法律第40号。以下「地域経済牽引事業

促進法」という。）、地域再生法（平成17年法律

第24号）及び山村振興法（昭和40年法律第64号）

に定める目的の達成並びに本県における企業立地

の促進に資するため、地方税法（昭和25年法律第

226号）第６条の規定による県税の課税免除及び不

均一課税について必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（地方活力向上地域等における県税の課税免除及び

不均一課税） 

第４条 地域再生法第17条の６の地方公共団体等を

定める省令（平成27年総務省令第73号。以下「再

生法省令」という。）第２条第２号に規定する特

別償却設備設置者（地域再生法第17条の２第１項

第１号に掲げる事業を実施する者に限る。）又は

原発等立地地域振興法第３条第１項の規定により

指定された原子力発電施設等立地地域の区域内に

おいて、原子力発電施設等立地地域の振興に関す

る特別措置法第10条の地方税の不均一課税に伴う

措置が適用される場合等を定める省令（平成13年

総務省令第54号。以下この項において「原発等立

地地域振興法省令」という。）第１条第１項第１

号に規定する期間内に同号に規定する対象設備

（以下この条及び第８条第１項において「対象設

備」という。）を新設し、若しくは増設した者

（第３項において「対象設備設置者」という。）

について、再生法省令第２条第１号に規定する特

別償却設備を事業の用に供した日の属する年若し

くは事業年度（以下この項において「特別償却設

備基準年」という。）以後３年間の各年若しくは

各事業年度の所得金額若しくは収入金額のうち当

該特別償却設備に係るものとして再生法省令第３

条の規定により計算した額又は当該対象設備を事

業の用に供した日の属する年若しくは事業年度

（以下この項において「対象設備基準年」とい

う。）以後３年間の各年若しくは各事業年度の所

得のうち原発等立地地域振興法省令第２条の規定

により当該対象設備に係るものとして計算した額

に対して課する事業税の額は、鳥取県税条例（平

成13年鳥取県条例第10号。以下「県税条例」とい

う。）第58条及び第64条の４の規定にかかわら

ず、これらの規定に規定する額に、次の表の左欄

（地方活力向上地域における県税の課税免除及び不

均一課税） 

第４条 地域再生法第17条の６の地方公共団体等を

定める省令（平成27年総務省令第73号。以下「再

生法省令」という。）第２条第２号に規定する特

別償却設備設置者（地域再生法第17条の２第１項

第１号に掲げる事業を実施する者に限る。）につ

いて、再生法省令第２条第１号に規定する特別償

却設備を事業の用に供した日の属する年又は事業

年度（以下この項において「基準年」という。）

以後３年間の各年又は各事業年度の所得金額又は

収入金額のうち当該特別償却設備に係るものとし

て再生法省令第３条の規定により計算した額に対

して課する事業税の額は、鳥取県税条例（平成13

年鳥取県条例第10号。以下「県税条例」とい

う。）第58条及び第64条の４の規定にかかわら

ず、これらの規定に規定する額に、次の表の左欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げ

る割合を乗じて得た額とする。 
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に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げ

る割合を乗じて得た額とする。 

特別償却設備基準年又

は対象設備基準年（以

下この表において単に

「基準年」という。） 

 略 

 略 

２ 略 

３ 再生法省令第２条第２号に規定する特別償却設

備設置者（地域再生法第17条の２第１項第２号に

掲げる事業を実施する者に限る。）又は対象設備

設置者について、再生法省令第２条第１号に規定

する特別償却設備である家屋若しくはその敷地で

ある土地の取得（土地の取得については、その取

得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を

敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合に

おける当該土地の取得に限る。）又は当該対象設

備である家屋若しくはその敷地である土地の取得

（原発等立地地域振興法第３条第３項の規定によ

る公示の日以後の取得に限り、かつ、土地の取得

については、その取得の日の翌日から起算して１

年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の

着手があった場合における当該土地の取得に限

る。）に対して課する不動産取得税の税率は、県

税条例第79条及び第80条の規定にかかわらず、こ

れらの規定に規定する税率に10分の１を乗じて得

た率とする。 

 

 

基準年 

 

 

 

 略 

 略 

２ 略 

３ 再生法省令第２条第２号に規定する特別償却設

備設置者（地域再生法第17条の２第１項第２号に

掲げる事業を実施する者に限る。）について、再

生法省令第２条第１号に規定する特別償却設備で

ある家屋又はその敷地である土地の取得（土地の

取得については、その取得の日の翌日から起算し

て１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建

設の着手があった場合における当該土地の取得に

限る。）に対して課する不動産取得税の税率は、

県税条例第79条及び第80条の規定にかかわらず、

これらの規定に規定する税率に10分の１を乗じて

得た率とする。 

 

 

  

（不均一課税の適用の申請） 

第８条 第４条第１項又は第３項の規定の適用を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した不

均一課税適用申請書を、個人にあっては再生法省

令第２条第１号に規定する特別償却設備又は対象

設備を事業の用に供した日の属する年の翌年の３

月15日又は延長申告期限までに、法人にあっては

同号に規定する特別償却設備又は対象設備を事業

の用に供した日の属する事業年度に係る法人事業

税申告納付期間の末日又は延長申告期限までに、

知事に提出しなければならない。 

(１) 略 

(２) 再生法省令第２条第１号に規定する特別償

却設備若しくは対象設備又はその敷地である土

地の所在地及び取得年月日 

(３) 略 

２～４ 略 

（不均一課税の適用の申請） 

第８条 第４条第１項又は第３項の規定の適用を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した不

均一課税適用申請書を、個人にあっては再生法省

令第２条第１号に規定する特別償却設備を事業の

用に供した日の属する年の翌年の３月15日又は延

長申告期限までに、法人にあっては同号に規定す

る特別償却設備を事業の用に供した日の属する事

業年度に係る法人事業税申告納付期間の末日又は

延長申告期限までに、知事に提出しなければなら

ない。 

(１) 略 

(２) 再生法省令第２条第１号に規定する特別償

却設備又はその敷地である土地の所在地及び取

得年月日 

(３) 略  

２～４ 略 
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   附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、令和８年11月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の日から施行する。 

２ 第２条の規定による改正後の特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例（以下「新

県税特例条例」という。）の規定は、令和８年８月14日から適用する。 

（寄附金に関する経過措置） 

３ この条例の施行の日前に第１条の規定による改正前の鳥取県税条例第24条の４第４項に規定する特定非営利

活動法人未来に対して支出した寄附金については、同項の規定は、なおその効力を有する。 

（不均一課税の適用の申請に関する経過措置） 

４ 新県税特例条例第８条第１項の規定による提出期限が、第２条の規定の施行の日から起算して30日を経過す

る日までに到来する申請（新県税特例条例第４条第１項に規定する対象設備に係るものに限る。）について

は、新県税特例条例第８条第１項の規定にかかわらず、同日を提出期限とする。 
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鳥取県児童福祉施設に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年10月20日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第29号 

鳥取県児童福祉施設に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（鳥取県児童福祉施設に関する条例の一部改正） 

第１条 鳥取県児童福祉施設に関する条例（平成24年鳥取県条例第79号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。 

改 正 後 改 正 前 

別表第２（第８条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １・２ 略 

３ 職員に小児科の診療経験を

有する医師がいる場合を除

き、嘱託医師を定めておくこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

法第45条第７項において準用

する法第21条の５の18第４項の

規定に基づき、児童対象性暴力

等（学校設置者等及び民間教育

保育等事業者による児童対象性

暴力等の防止等のための措置に

関する法律（令和６年法律第69

号）第２条第２項に規定する児

童対象性暴力等をいう。以下同

じ。）を防止し、及び児童対象

性暴力等が行われた場合に児童

を適切に保護するため、児童等

対象業務従事者（児童と接する

業務に従事する者のうち、支配

性、継続性及び閉鎖性のある環

境の下で当該児童に接するもの

をいう。）に係る犯罪事実確認

（同法第４条第１項に規定する

犯罪事実確認をいう。以下同

じ。）その他の必要な措置を講

ずること。 

 略 

別表第２（第８条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １・２ 略 

３ 職員に小児科の診療経験を

有する医師がいる場合を除

き、嘱託医師を定めておくこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略 

別表第３（第９条関係） 

項目 基準 

別表第３（第９条関係） 

項目 基準 
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職員の配置 １・２ 略 

３ 嘱託医師を定めておくこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

別表第２児童対象性暴力等の

防止の項に掲げる基準を満たす

こと。 

 略 

職員の配置 １・２ 略 

３ 嘱託医師を定めておくこ

と。 

 

 

 

 略 

別表第４（第10条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １～５ 略 

６ 入所している幼児の健康及

び安全の保持、保護者に対す

る子育て支援、地域における

子育て支援等の機能及び環境

の充実を図るよう、第２号に

定める人数を上回る保育士の

配置に努めること。 

児童対象性暴

力等の防止 

 別表第２児童対象性暴力等の

防止の項に掲げる基準を満たす

こと。 

 略 

別表第４（第10条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １～５ 略 

６ 入所している幼児の健康及

び安全の保持、保護者に対す

る子育て支援、地域における

子育て支援等の機能及び環境

の充実を図るよう、第２号に

定める人数を上回る保育士の

配置に努めること。 

 

 

 

 略 

別表第５（第11条関係） 

項目 基準 

職員の配置 次に掲げる職員を置くこと。

(１) 略 

(２) 児童の遊びを指導する

  者 

児童対象性暴

力等の防止 

児童館にあっては、別表第２

児童対象性暴力等の防止の項に

掲げる基準を満たすこと。 

 略 

別表第５（第11条関係） 

項目 基準 

職員の配置 次に掲げる職員を置くこと。

(１) 略 

(２) 児童の遊びを指導する

  者 

 略 

別表第６（第12条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １・２ 略 

３ 嘱託医師を定めておくこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

別表第２児童対象性暴力等の

防止の項に掲げる基準を満たす

こと。 

 略 

別表第６（第12条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １・２ 略 

３ 嘱託医師を定めておくこ

と。 

 

 

 

 略 
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別表第７（第13条関係） 

 １ 福祉型障害児入所施設 

項目 基準 

職員の配置 １～４ 略 

５ 職員は、入所する児童の数

及び障がいの程度に応じ、規

則で定める人数以上とするこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

法第45条第７項において準用

する法第21条の５の18第４項の

規定に基づき、児童対象性暴力

等を防止し、及び児童対象性暴

力等が行われた場合に入所者を

適切に保護するため、児童等対

象業務従事者（入所者と接する

業務に従事する者のうち、支配

性、継続性及び閉鎖性のある環

境の下で当該入所者に接するも

のをいう。）に係る犯罪事実確

認その他の必要な措置を講ずる

こと。 

 略 

サービスの提

供 

１～３ 略 

４ 入所者の安全の確保を図る

ため、安全計画を策定し、当

該安全計画に従い必要な措置

を講ずること。また、職員に

対し、安全計画について周知

するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施するこ

と。なお、安全計画は定期的

に見直しを行い、必要に応じ

て変更を行うこと。 

５ 入所者の施設外での活動、

取組等のための移動その他の

入所者の移動のために自動車

を運行するときは、入所者の

乗車及び降車の際に、点呼そ

の他の入所者の所在を確実に

把握することができる方法に

より、入所者の所在を確認す

ること。 

６～８ 略 

 略 

別表第７（第13条関係） 

 １ 福祉型障害児入所施設 

項目 基準 

職員の配置 １～４ 略 

５ 職員は、入所する児童の数

及び障がいの程度に応じ、規

則で定める人数以上とするこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略 

サービスの提

供 

１～３ 略 

４ 児童の安全の確保を図るた

め、安全計画を策定し、当該

安全計画に従い必要な措置を

講ずること。また、職員に対

し、安全計画について周知す

るとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するこ

と。なお、安全計画は定期的

に見直しを行い、必要に応じ

て変更を行うこと。 

５ 児童の施設外での活動、取

組等のための移動その他の児

童の移動のために自動車を運

行するときは、児童の乗車及

び降車の際に、点呼その他の

児童の所在を確実に把握する

ことができる方法により、児

童の所在を確認すること。 

 

６～８ 略 

 略 

 ２ 医療型障害児入所施設  ２ 医療型障害児入所施設 
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項目 基準 

職員の配置 １～３ 略 

４ 職員は、入所する児童の数

及び障がいの程度に応じ、規

則で定める人数以上とするこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

１の表児童対象性暴力等の防

止の項に掲げる基準を満たすこ

と。 

 略 

項目 基準 

職員の配置 １～３ 略 

４ 職員は、入所する児童の数

及び障がいの程度に応じ、規

則で定める人数以上とするこ

と。 

 略 

別表第９（第15条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １ 略 

２ 職員は、利用する児童の数

に応じ、規則で定める人数以

上とすること。 

児童対象性暴

力等の防止 

別表第２児童対象性暴力等の

防止の項に掲げる基準を満たす

こと。 

 略 

別表第９（第15条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １ 略 

２ 職員は、利用する児童の数

に応じ、規則で定める人数以

上とすること。 

 

 

 

 略 

別表第10（第16条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １・２ 略 

３ 嘱託医師及び精神科の診療

に相当の経験を有する嘱託医

師を定めておくこと。 

児童対象性暴

力等の防止 

別表第２児童対象性暴力等の

防止の項に掲げる基準を満たす

こと。 

 略 

別表第10（第16条関係） 

項目 基準 

職員の配置 １・２ 略 

３ 嘱託医師及び精神科の診療

に相当の経験を有する嘱託医

師を定めておくこと。 

 

 

 

 略 

（鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例の一部改正） 

第２条 鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例（平成24年鳥取県条例第81号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表第１（第６条関係） 

１ 児童発達支援 

区分 基準 

従業者の配置 １～５ 略 

６ 常時１人以上の従業者を利

別表第１（第６条関係） 

１ 児童発達支援 

区分 基準 

従業者の配置 １～５ 略 

６ 常時１人以上の従業者を利
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用者の支援に従事させるこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

法第21条の５の18第４項の規

定に基づき、児童対象性暴力等

（学校設置者等及び民間教育保

育等事業者による児童対象性暴

力等の防止等のための措置に関

する法律（令和６年法律第69

号）第２条第２項に規定する児

童対象性暴力等をいう。以下同

じ。）を防止し、及び児童対象

性暴力等が行われた場合に利用

者を適切に保護するため、児童

等対象業務従事者（利用者と接

する業務に従事する者のうち、

支配性、継続性及び閉鎖性のあ

る環境の下で当該利用者に接す

るものをいう。）に係る犯罪事

実確認（同法第４条第１項に規

定する犯罪事実確認をいう。以

下同じ。）その他の必要な措置

を講ずること。 

 略 

用者の支援に従事させるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略 

２ 放課後等デイサービス 

区分 基準 

従業者の配置 １～７ 略 

８ 常時１人以上の従業者を利

用者の支援に従事させるこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

１の表児童対象性暴力等の防

止の項に掲げる基準を満たすこ

と。 

 略 

２ 放課後等デイサービス 

区分 基準 

従業者の配置 １～７ 略 

８ 常時１人以上の従業者を利

用者の支援に従事させるこ

と。 

 

 

 

 略 

３ 居宅訪問型児童発達支援 

区分 基準 

従業者の配置 １～３ 略 

４ 常時１人以上の従業者を利

用者の支援に従事させるこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

１の表児童対象性暴力等の防

止の項に掲げる基準を満たすこ

と。 

 略 

３ 居宅訪問型児童発達支援 

区分 基準 

従業者の配置 １～３ 略 

４ 常時１人以上の従業者を利

用者の支援に従事させるこ

と。 

 

 

 

 略 

４ 保育所等訪問支援 ４ 保育所等訪問支援 
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区分 基準 

従業者の配置 １～３ 略 

４ 常時１人以上の従業者を利

用者の支援に従事させるこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

１の表児童対象性暴力等の防

止の項に掲げる基準を満たすこ

と。 

 略 

区分 基準 

従業者の配置 １～３ 略 

４ 常時１人以上の従業者を利

用者の支援に従事させるこ

と。 

 

 

 

 略 

別表第２（第７条関係） 別表第２（第７条関係） 

１ 福祉型障害児入所施設 

区分 基準 

従業者の配置 １～４ 略 

５ 嘱託医師を定めておくこ

と。 

児童対象性暴

力等の防止 

法第24条の11第４項において

準用する法第21条の５の18第４

項の規定に基づき、児童対象性

暴力等を防止し、及び児童対象

性暴力等が行われた場合に入所

者を適切に保護するため、児童

等対象業務従事者（入所者と接

する業務に従事する者のうち、

支配性、継続性及び閉鎖性のあ

る環境の下で当該入所者に接す

るものをいう。）に係る犯罪事

実確認その他の必要な措置を講

ずること。 

 略 

１ 福祉型障害児入所施設 

区分 基準 

従業者の配置 １～４ 略 

５ 嘱託医師を定めておくこ

と。 

 略 

２ 医療型障害児入所施設 

区分 基準 

従業者の配置 １～３ 略 

４ 従業者（管理者を除く。）

は、専ら当該施設の職務に従

事することができる者をもっ

て充てること。ただし、入所

者の支援に支障がない場合と

して規則で定める場合は、こ

の限りでない。 

児童対象性暴

力等の防止 

１の表児童対象性暴力等の防

止の項に掲げる基準を満たすこ

と。 

 略 

２ 医療型障害児入所施設 

区分 基準 

従業者の配置 １～３ 略 

４ 従業者（管理者を除く。）

は、専ら当該施設の職務に従

事することができる者をもっ

て充てること。ただし、入所

者の支援に支障がない場合と

して規則で定める場合は、こ

の限りでない。 

 

 

 

 略 
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（鳥取県認定こども園に関する条例の一部改正） 

第３条 鳥取県認定こども園に関する条例（平成26年鳥取県条例第43号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表第１（第３条関係） 

項目 要件 

 略 

職員配置 １～７ 略 

８ 前各号に定めるもののほ

か、子どもの処遇の向上及び

子育て支援事業の充実に配慮

して規則で定める基準を満た

すこと。 

児童対象性暴

力等の防止 

認定こども園法第６条の規定

に基づき、児童対象性暴力等

（学校設置者等及び民間教育保

育等事業者による児童対象性暴

力等の防止等のための措置に関

する法律（令和６年法律第69

号）第２条第２項に規定する児

童対象性暴力等をいう。）を防

止し、及び児童対象性暴力等が

行われた場合に子どもを適切に

保護するため、児童等対象業務

従事者（子どもと接する業務に

従事する者のうち、支配性、継

続性及び閉鎖性のある環境の下

で当該子どもに接するものをい

う。）に係る犯罪事実確認（同

法第４条第１項に規定する犯罪

事実確認をいう。）その他の必

要な措置を講ずること。 

 略 

別表第１（第３条関係） 

項目 要件 

 略 

職員配置 １～７ 略 

８ 前各号に定めるもののほ

か、子どもの処遇の向上及び

子育て支援事業の充実に配慮

して規則で定める基準を満た

すこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略 

別表第２（第４条関係） 

項目 基準 

 略 

職員配置 １～６ 略 

７ 前各号に定めるもののほ

か、子どもの処遇の向上及び

子育て支援事業の充実に配慮

して規則で定める基準を満た

別表第２（第４条関係） 

項目 基準 

 略 

職員配置 １～６ 略 

７ 前各号に定めるもののほ

か、子どもの処遇の向上及び

子育て支援事業の充実に配慮

して規則で定める基準を満た
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すこと。 

児童対象性暴

力等の防止 

別表第１児童対象性暴力等の

防止の項に掲げる基準を満たす

こと。 

 略 

すこと。 

 

 

 

 略 

附 則 

この条例は、令和８年12月25日から施行する。 

 


